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本資料の取り扱いについて

◆本資料は、関連情報のご案内のみを目的として当社が作成したものであり、日本国またはそれ以外
の一切の法域における有価証券の取得勧誘または売付け勧誘等を構成するものではありません。日
本国またはそれ以外の一切の法域において、適用法令に基づく登録もしくは届出またはこれらの免
除を受けずに、当社の有価証券の募集または販売を行うことはできません。

◆本資料に記載されている情報は、現時点の経済、規制、市場等の状況を前提としていますが、その
真実性、正確性または完全性について、当社は何ら表明または保証するものではありません。本資
料に記載された情報は、事前に通知することなく変更されることがあります。本資料及びその記載
内容について、当社の書面による事前の同意なしに、何人も、他の目的で公開または利用すること
はできません。本資料に記載された将来の業績に関する記述は、将来情報です。将来情報には、
「信じる」、「予期する」、「計画する」、「戦略をもつ」、「期待する」、「予想する」、「予
測する」または「可能性がある」というような表現及び将来の事業活動、業績、出来事や状況を説
明するその他類似した表現を含みます（これらに限定されるものではありません）。将来情報は、
現在入手可能な情報をもとにした当社の経営陣の判断に基づいています。そのため、これらの将来
情報は、様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来情報に明示または黙示されたも
のとは大幅に異なる場合があります。したがって、将来情報に全面的に依拠することのないようご
注意ください。

◆本資料の作成にあたり、当社は当社が入手可能なあらゆる情報の真実性、正確性や完全性に依拠
し、前提としています。当社はかかる情報の真実性、正確性あるいは完全性について独自の検証を
行っておらず、その真実性、正確性あるいは完全性について、当社は何ら表明及び保証するもので
はありません。
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本資料の構成

１．本資金調達の目的と背景

２．本資金調達の概要

３．本資金調達に関する Q&A



１ . 本資金調達の目的と背景
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１ .本資金調達の目的と背景

◆当社グループ（ AsReader 事業・システムインテグレーション事業）は以下の成長戦略を推進しており
ます。
➢ ①既存主力事業「 AsReader 」の市場シェア拡大
➢ ②新技術・新製品の開発／販売（次世代リニア搬送システム「 AsReader HAKOBU 」、 AsReader 

GoMA、 Reading Tub 、 As Key Cube 、デジタルショーケース等）
➢ ③物流自動化・ RFID・ IoT ・ AI・画像認識・システム開発分野での M&A及び戦略投資

◆これらの戦略実行のため、「 AsReader HAKOBU 」の研究開発・製品化資金、新製品群の販売拡大に
向けた製造・仕入資金、さらに成長機会を機動的に取り込むための M&A・資本業務提携を実行できる
財務基盤の強化資金が必要となっております。

◆こうした成長戦略を着実かつ迅速に実行し企業価値向上を図るため、本新株予約権の発行による資金
調達を実施することと致しました。



２ . 本資金調達の概要
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２ .本資金調達の概要

新株予約権（ターゲット・イシュー・プログラム）

第9回 第10 回 合計

割当予定先 EVO FUND

発行決議日 2026 年6月26 日

発行・払込日 2026 年7月13 日

権利行使期間 2026 年7月14 日～2029 年7月13 日（ 3年間）

対象株式数 575,000 株 575,000 株 1,150,000 株

希薄化率 7.15% 7. 15%
14.31% ※

（議決権ベース 14.32 ％）

行使価額 1,800 円 2,000 円

調達資金の額 10.35 億円 11.5 億円 21.85 億円

発行価額 299 円 261 円

その他

2027 年1月13 日以降、取締役会決議により、取締役会決議前取引日終値の 90 ％に相当する金
額に行使価額を修正することができます。但し、下限行使価額を下限とします。
※下限行使価額： 509 円
※行使価額の修正を行った場合、 再度行使価額を修正する場合は 6ヶ月のインターバルが必要

※2026 年４月 14 日現在の当社発行済株式総数8,038,800 株及び議決権数80,295 個を分母とする。
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２ .本資金調達の概要

現在の株価より高い水準（ 1,800 円/2,000 円）に行使価額 を設定
⇒株価が上昇し、行使価額を超えた場合に、 行使が進むことが想定される

2027 年1月13日以降、取締役会決議により、取締役会決議前取引日終値の 90％に相当する行使価額に修正可能
⇒行使価額が修正された場合には、 当該修正後の行使価額を超えた場合に、 行使が進むことが想定される

株価／
行使価額

2026 年7月14 日

至
行使期間
最終日

株価

第10 回新株予約権行使価額2,000 円

第9回新株予約権
想定される行使タイミング

第10回新株予約権
想定される行使タイミング

※上記の株価推移はイメージであり、将来の株価推移を予測するものではありません。

第9回新株予約権行使価額1,800 円
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２ . 本ファイナンスの資金使途

具体的な資金使途
金額

（百万円）
支出予定時期

① リニアモーター分野の研究開発資金

リニアモーター及び浮上制御技術の研究開発資金として 150 百万円、搬送制御システム及びソフトウェア
開発資金として 100 百万円、試作機開発及び実証実験資金として 150 百万円、量産化に向けた設計開発資
金として 100 百万円、 合計500 百万円を支出することを予定しております。

500 2027 年1月～2030 年12 月

② M&A 及び戦略投資資金

当社は物流自動化、搬送システム、 RFID、 IoT、 AI、画像認識、システム開発及び海外販売ネットワーク
等の分野において技術力や顧客基盤を有する企業を対象として、 M&A及び資本業務提携を検討しており、
当該M&A及び資本業務提携案件に係る株式取得資金、出資資金、デューデリジェンス費用及び各種アドバ
イザリー費用等に 合計1,682 百万円充当する予定であります。

1,682 2026 年11 月～2030 年12 月

合計 2,182



３ . 本資金調達に関する Q&A
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３ .本資金調達に関する Q&A

＃ 質問 回答

１
ターゲットイシュープログラムと
は

新株予約権の割当予定先と目標株価（行使価額）となる株価を予め２パターン決定し、目標株価に到達することにより、割当予定先が当該
権利を行使することで、行使価額相当の金銭の払込を受け、割当予定先に新株式を交付します。将来の株価上昇を見越し、複数の異なる行
使価額によって、段階的に新株式を発行（ターゲット・イシュー）できることを期待して設定したものです。これにより当社は資金調達及
び資本増強を行います。

２ 本新株予約権のスキームについて

本新株予約権の行使価額は原則として固定されていますが、いずれの回号の本新株予約権についても、当社の判断により、行使価額を修正
することが可能となっております。本新株予約権行使のベースシナリオとしては、目標株価である① 1,800 円及び②2,000 円を行使価額と
し、資金調達することを想定しております。
将来的に、当初の目標株価を大幅に上回った場合や目標株価に到達しない場合には、その時点での当社の資金需要や資本政策などの観点か
ら、当社取締役会決議により、行使価額を修正することにより資金調達が可能となっております（但し、修正価額が下限行使価額を下回る
場合は下限行使価額とします）。

３ 本スキームのメリット

本スキームの想定されるメリットは主に以下の４つとなります。
1) 原則固定の行使価額（資金調達目標株価）による資金調達

株価の上昇局面において効率的かつ有利な資金調達を実現するため、新株予約権を 2回号に分け、あらかじめ将来の株価上昇を見込ん
で2通りの行使価額を設定しており（ターゲット・イシュー・プログラム（ TIP））、いずれの回号の本新株予約権についても、当社が
希望しない限り行使価額の修正は行われません。

2) 取得条項
本新株予約権には取得条項が付されているため、本新株予約権による資金調達の必要性がなくなった場合や今後の当社の状況の変化に
よって異なる資金調達手法を選択することが適切となった場合等、当社や市場の将来の状況の変化を考慮しながら、当社の選択によ
り、本新株予約権の払込金額と同額の金銭を支払うことで、本新株予約権を取得・消却することが可能であり、必要に応じてかかる取
得条項を活用することで将来的に既存株主の皆さまへの希薄化の影響を抑えることが可能です。

3) 最大交付株式数の限定
本新株予約権の目的である当社普通株式数は合計 1,150,000 株で固定されており、株価動向にかかわらず、最大交付株式数が限定され
ております。そのため、希薄化率が当初予定より増加することはありません。

4) 行使価額修正条項・選択権
上記1)に記載のとおり、本新株予約権の行使価額は原則として固定されていますが、いずれの回号の本新株予約権についても、当社の
判断により、行使価額を修正することが可能です。これによって当初の目標株価であった行使価額を大幅に上回って株価が上昇した場
合に資金調達額を増額でき、又は当初の目標株価であった行使価額を下回って株価が推移した場合においても緊急の若しくは機動的な
資金ニーズに対しても対応することが可能です。なお、本新株予約権については、割当予定先に対して、当社が本新株予約権の行使を
指図することができる条項等は設定されておらず、本新株予約権の行使判断については、割当予定先の裁量に委ねられています 。
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＃ 質問 回答

４ 本スキームのデメリット

本スキームの想定されるデメリットは主に以下の３つとなります。
1) 当初に満額の資金調達ができないこと

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使の対象となる株式数を乗じた金額の資金調達
がなされます。そのため、本新株予約権の発行当初に満額の資金調達が行われるわけではありません。

2) 株価下落・低迷時に、資金調達額が減少する可能性
株価が長期的に行使価額（第 9回新株予約権は当初1,800 円、第 10回新株予約権は当初2,000 円）を下回る状況等では、本新株予約権の
行使に伴う資金調達が当初の想定通りにはできない可能性があります。当社は、一定の条件の下、本新株予約権の行使価額の修正を決
議することができますが、株価が下限行使価額を下回って推移した場合には、かかる行使価額の修正の決議により本新株予約権の行使
を促進することはできません。

3) 割当予定先が当社普通株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性
EVO FUNDの当社普通株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、 EVO FUNDが本新株予約権を行使して取得した株式を市
場で売却する可能性があります。現在の当社普通株式の流動性も鑑みると、 EVO FUNDによる当社普通株式の売却により当社株価が下
落する可能性があります。

５ 調達予定金額について

手取概算額の合計は、本新株予約権の発行価額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額を合算した額から、発行諸費用
を控除した約 2,182 百万円を想定しております。但し、この金額は、目標株価である行使価額（第 9回新株予約権1,800 円/第10回新株予約権
2,000 円）で全ての新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額です。すべて行使されない場合や行使価額が修正された場合などの状況
次第で、この調達額は増減いたします。

６ 希薄化の規模について
本新株予約権がすべて行使された場合、 2026 年4月14日時点の発行済株式総数8,038,800 株に対して 14.31% 、議決権数 80,295 個に対して
14.32% の希薄化が生じます。

７ 新株予約権行使期間について
割当予定先と本日付で締結する新株予約権買取契約に従い、 2026 年7月13日に本新株予約権の発行を予定しております。その翌取引日 2026
年7月14日から 2029 年7月13日までの 3年間が行使期間となります。

８ 株主に対するメリット
プレスリリース及び本資料に記載の使途に充当することで収益及び企業価値が向上し、既存株主様全体の利益につながると考えており
ます。

９ 株主に対するデメリット
＃６で記載の通り、最大で発行済株式総数に対して 14.31 ％、議決権数に対し 14.32 ％の希薄化が生じます。しかしながら、本資金調達は希
薄化の影響を勘案しても、それ を上回る収益及び企業価値の向上 に寄与すると当社は想定しており、結果既存株主を含めた株主全体の利益
につながるものと考えております。

３ .本資金調達に関する Q&A
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＃ 質問 回答

１０ 貸株等は行われるか 当社並びに当社の役員、役員関係者及び大株主は、割当予定先との間において、株券貸借契約を締結する予定はございません。

１１
割当先として EVO FUND を選んだ理
由

当社は、当社の企業価値の向上及び事業の発展のための機動的かつ確実な資金調達方法について、複数検討してまいりました。そのような
状況の中、 EVOLUTION JAPAN 証券株式会社から本資金調達に関する提案を受けました。当該提案を当社内にて協議・検討した結果、本新
株予約権の発行及び本新株予約権の行使による資金調達が、株価に対する一時的な影響を抑制しつつ、柔軟な資金調達ができる点におい
て、当社のファイナンスニーズにより合致していると判断しました。また、 EVO FUNDについても当社内にて協議・検討しましたが、同様
のスキームによる投資実績を有していること等から、割当予定先として適当であると判断しました。その結果、本スキームの採用及び EVO 
FUND を割当予定先とすることを決定いたしました。

３ .本資金調達に関する Q&A
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免責事項

【 免責事項について 】

本資料は、当社の資金調達に関する情報の提供を目的として作成したものであり、当社が発行する有価
証券の投資勧誘を目的としたものではありません。

本資料に記載された意見や将来予測等は、資料作成時点の当社の判断であり、その情報の正確性及び完
全性を保証または約束するものではなく、今後、予告なしに変更されることがありますので予めご了承く
ださい。

なお、資金調達についての詳細は 2026 年6月26日付当社プレスリリース「第 9回及び第10回新株予約権の
発行並びに新株予約権の買取契約（ターゲット・イシュー・プログラム「 TIP」）の締結に関するお知ら
せ」を参照ください。
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